１　申請区分　（工事・設計・その他をそれぞれ申請する場合は、それぞれ１部ずつ提出してください。）
⑴　建設工事・・・・・・・・・・・・・・・建設業法に規定される土木、建築、電気等の２９種類
⑵　設計、調査及び測量業務・・・・・・・・建設コンサルタント（上水道部門）、測量及びコンサルタント等

⑶　その他の業務・・・・・・・・・・・・・苑地維持管理業務、清掃、警備、保守、点検、漏水調査、水道料金収納等
２　提出書類　（郵送（簡易書留又はレターパック）による受付（持参不可））
　※申請区分が複数ある場合は、それぞれのフォルダを一つの簡易書留又はレターパックにまとめて郵送いただいても構いません。
⑴　提出書類は企業団独自様式で提出することにしますが、桶川北本水道企業団入札参加資格審査申請受付票（企業団様式）以外は企業団様式で示した項目内容を満たしていれば、他の様式を用いても受付します。

⑵　官公需適格組合については、下記提出書類のほかに官公需適格組合証明書、５以内の組合員の経営事項審査結果通知書写し及び官公需適格組合資格審査数値計算表(様式Ｃ-９)も提出してください。

　⑶　提出書類一覧表

	申請区分
添付書類
	建設工事
	設計、調査及び測量等
	その他
の業務
	備　　　　　　考

	入札参加資格審査申請書
	〇
	〇
	〇
	申請区分で様式が異なる

	許可通知書又は許可証明書の写し
	〇
	
	〇
	法律上必要とするもののみ

	登録通知書又は登録証明書の写し
	
	〇
	〇
	法律上必要とするもののみ

	身元(分)証明書及び住民票〈写し可〉（個人事業主のみ）
	〇
	〇
	〇
	※住民票は個人番号の記載がないものに限る

	登記されていないことの証明書（後見登記等ファイルに成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がないことの証明書）〈写し可〉（個人事業主のみ）
	〇
	〇
	〇
	契約を締結する能力があるかどうかを確認する書類 ※１

	建設業の許可を受けた営業所一覧表
	〇
	
	
	

	営業所一覧表
	
	〇
	〇
	

	委任状（代理人を置く場合に限る。）
	〇
	〇
	〇
	

	主要取引金融機関
	〇
	〇
	○
	

	工事経歴書又は業務経歴書（直前２年）
	〇
	〇
	〇
	

	技術職員名簿
	〇
	
	
	

	技術職員略歴書
	
	〇
	
	

	経営事項審査結果（総合評定値）通知書の写し
	〇
	
	
	審査基準日が申請日現在において有効なもの

	社会保険等の加入確認資料の写し
『経営事項審査結果（総合評定値）通知書で社会保険等が「無」の場合、提出してください。』
	〇
	
	
	※入札参加資格審査申請書提出要領　８書類作成上の注意(３)参照

	決算報告書又は収支内訳書（直前２年分）
	
	〇
	〇
	

	法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書〈写し可〉

(法人のみ)　※３
	〇
	〇
	〇
	［その３の３］

	「申告所得税及復興特別所得税」及び「消費税及地方消費税」の納税証明書〈写し可〉（個人事業主のみ）※３
	〇
	〇
	〇
	［その３の２］

	商業登記簿謄本の写し
(法人でない場合は、事業開業届出済証明書〈写し可〉)
	〇
	〇
	〇
	履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書の写し可

	「国税庁法人番号公表サイト」の法人情報の画面を印刷したもの
	○
	○
	○
	

	建設業労働災害防止協会証明書〈写し可〉（加入している場合）
	〇
	
	
	

	役員名簿及び組合員名簿（中小企業等協同組合等に限る。）
	〇
	〇
	〇
	

	桶川北本水道企業団入札参加資格申請受付票 
	〇
	〇
	〇
	申請区分で様式が異なる

	返信用封筒切手(110円)貼付又は返信用の葉書 ※２
	〇
	〇
	〇
	

	個別フォルダー（Ａ４、色指定なし）
	〇
	〇
	〇
	留め具等で綴る必要はありません。


備　考

※１　登記されていないことの証明は、成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がない証明を受けてください。

※２　宛名が記載された切手貼付済の返信用封筒、又は宛名が記載された葉書が同封されていない場合は、受付済票の送付は行いませんので、

ご注意ください。
○　各証明書類については、申請日の３月以内に証明されたものを添付してください。
○　申請書の受理後は、申請希望の業種又は業務を追加又は変更することは一切できません。
○　提出された書類を返却することはできませんので、あらかじめご了承ください。

○　提出書類に変更が生じた場合は、速やかに変更届を提出してください。

※３　新型コロナウイルス感染症等の影響による猶予制度の適用を受けていて、当該書類が税務署で発行されない場合は、ア、イどちらかの
　　書類を提出してください。
　　　ア　納税の猶予許可通知書の写し
　　　イ　猶予制度の適用をうけていることがわかる「納税証明書（その１）」
　　　※新型コロナウイルス感染症等の影響による猶予制度等（ア、イの書類の発行方法等）については、税務署にお問い合わせください。
　　　なお、ア、イどちらかの書類を提出する場合は、猶予期間が切れていないものに限ります。

別　紙








